
（平成２４年１月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

国民年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和51年９月から52年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和51年９月から52年３月まで 

             ② 昭和53年９月から同年11月まで 

申立期間①については、昭和51年９月に会社を退職してすぐに、Ａ市

区町村で国民健康保険と国民年金への加入手続を行い、保険料は同年12

月９日にＢ市区町村への転出手続を行った際にＡ市区町村の窓口で納付

した。 

申立期間②については、Ｃ市区町村役場で転入手続を行った際に国民

健康保険の加入手続及び国民年金の住所変更手続を行った。保険料は両

親に預けていたので両親の国民年金保険料と一緒に納付してくれたと思

う。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得がいかない

ので、調査の上、記録を訂正してほしい 

             

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人に係る国民年金手帳記号番号は、申立人

の国民年金手帳記号番号の前後の手帳記号番号を持つ被保険者の資格取

得状況等から、昭和51年10月頃にＡ市区町村において払い出されたもの

と推認でき、同年９月に会社を退職してすぐに国民年金の加入手続を行

ったとする申立人の主張と合致している。 

また、申立期間①は７か月と短期間である上、申立人は、｢納付書がＡ

市区町村から郵送され、当該納付書に現金を添えて同役場内の収納窓口

で納付した。｣と主張しているところ、前述の国民年金手帳記号番号の払

出しの状況から、申立期間①の国民年金保険料をＡ市区町村において、

現年度納付することは可能であったことを踏まえると、申立人が申立期

間①に係る保険料を納付していたものと見ても不自然ではない。 



２ 申立期間②について、Ｃ市区町村が作成した国民年金被保険者名簿及

び国民年金被保険者台帳では、申立人の当該期間に係る国民年金の被保

険者記録は確認できないところ、オンライン記録における当該期間に係

る被保険者記録は、平成８年７月 15 日に追加されたことが確認できるこ

とから、申立期間②当時において、当該期間は国民年金の未加入期間と

して取り扱われていたものと推認され、当該期間に係る国民年金保険料

を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立人の両親に国民年金保険料を預けて納付を依頼

していたと述べているが、申立人は保険料納付に直接関与しておらず、

保険料納付を行ったとする申立人の両親も既に死亡していることから、

保険料の納付状況は不明である。 

このほか、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和51年９月から52年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 

 



徳島国民年金 事案673 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されていたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和28年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和62年４月から平成元年３月まで 

             ② 平成２年４月から３年３月まで 

             ③ 平成５年４月から７年３月まで 

             ④ 平成８年４月から９年３月まで 

             ⑤ 平成14年４月から18年６月まで 

             ⑥ 平成19年７月から21年６月まで 

私は結婚後、夫と一緒に事業を営んでいるが、経営が思わしくないこ

とから、昭和58年度から継続して国民年金保険料の申請免除を受けてい

たにもかかわらず、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

    調査の上、記録を訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、②、③及び④について、当該申立期間に係る国民年金保

険料の免除を受けるためには、Ａ市区町村を窓口として社会保険事務所

（当時）に対して、毎年、免除を申請し承認を受ける手続が必要となる

ところ、申立人からは、免除申請を毎年継続して行っていたことをうか

がわせる具体的な供述や関連資料（国民年金保険料免除申請書等）は得

られない。 

   また、オンライン記録及びＡ市区町村の国民年金被保険者名簿におい

て、申立期間①、②、③及び④はいずれも未納と記録されており、不自

然に記録が訂正された形跡は無く、日本年金機構及びＡ市区町村へ照会

したが、当時の国民年金保険料免除申請書、受付簿等の関連資料は保管

されていないことなど、申立期間①、②、③及び④に係る保険料を免除

されていたことをうかがわせる事情は確認できない。 



２ 申立期間⑤及び⑥については、Ａ市区町村の国民年金保険料免除申請

受付簿及び日本年金機構の国民年金保険料免除申請受付簿のいずれにお

いても、申立期間⑤及び⑥に係る免除申請受付記録は確認できず、免除

申請書等書類の中に、申立人の申立期間⑤及び⑥に係る関係書類は確認

できない。 

   また、申立期間⑥については、ⅰ）申立人提出の申立期間⑥直前の平

成18年度分の「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」によれば、申立

人は当該免除申請を行った際、次年度以降分の保険料について、免除の

継続申請を希望する旨の記載が確認できるものの、配偶者の所得状況が

未申告であったため、「継続不可」と判定されたことが確認できること

から、19年度以降については新たに免除申請が必要となるところ、申立

人からは、申立期間⑥に係る保険料の免除申請を行ったことをうかがわ

せる具体的供述は得られないこと、ⅱ）オンライン記録の保険料納付督

励の事跡記録によれば、申立期間⑥前後の平成18年度及び21年度につい

ては、申立人が、同年度に係る免除申請を行ったことが確認できるもの

の、申立期間⑥に係る免除申請等が行われた記録は確認できない上、国

民年金推進員が申立人に対して、19年度について計４回、20年度につい

て計２回の戸別訪問等による納付督励を行ったものの、いずれも申立人

が不在や留守であった旨の記録が確認できることなど、申立期間⑥に係

る国民年金保険料を免除されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

３ 申立人の、全ての申立期間に係る国民年金保険料の免除申請事務は計

12回に及び、これだけの回数の事務処理を複数の行政機関が続けて誤る

とは考え難い。 

    また、オンライン記録等において、申立人とともに免除申請を行った

とする申立人の夫も、全ての申立期間について、申立人同様、未納の記

録であることが確認できるなど、申立内容を裏付ける事情は見当たらな

い。 

さらに、申立人の申立期間に係る国民年金保険料の免除申請が行われ

たことを示す関連資料（免除承認通知書等）は無く、ほかに申立期間の

国民年金保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたもの

と認めることはできない。 

 

 

 



徳島国民年金 事案674 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されていたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和33年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和62年４月から平成元年３月まで 

             ② 平成２年４月から３年３月まで 

             ③ 平成５年４月から７年３月まで 

             ④ 平成８年４月から９年３月まで 

             ⑤ 平成14年４月から18年６月まで 

             ⑥ 平成18年７月から19年６月まで 

⑦ 平成19年７月から21年６月まで 

私は結婚後、妻が営む事業所で働いているが、経営が思わしくないこ

とから、ずっと継続して国民年金保険料の申請免除を受けていたにもか

かわらず、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

    調査の上、記録を訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、②、③及び④について、当該申立期間に係る国民年金保

険料の免除を受けるためには、Ａ市区町村を窓口として社会保険事務所

（当時）に対して、毎年、免除を申請し承認を受ける手続が必要となる

ところ、申立人からは、免除申請を毎年継続して行っていたことをうか

がわせる具体的な供述や関連資料（国民年金保険料免除申請書等）は得

られない。 

   また、オンライン記録及びＡ市区町村の国民年金被保険者名簿におい

て、申立期間①、②、③及び④はいずれも未納と記録されており、不自

然に記録が訂正された形跡は無く、日本年金機構及びＡ市区町村へ照会

したが、当時の国民年金保険料免除申請書、受付簿等の関連資料は保管

されていないことなど、申立期間①、②、③及び④に係る保険料を免除



されていたことをうかがわせる事情は確認できない。 

２ 申立期間⑤、⑥及び⑦について、Ａ市区町村の国民年金保険料免除申

請受付簿及び日本年金機構の国民年金保険料免除申請受付簿のいずれに

おいても、申立期間⑤、⑥及び⑦に係る免除申請受付記録は確認できず、

免除申請書等書類の中に、申立人の申立期間⑤、⑥及び⑦に係る関係書

類は確認できない。 

   また、オンライン記録の保険料納付督励の事跡記録等によれば、ⅰ）

申立期間⑥について、申立人の妻については、平成18年12月６日に国民

年金推進員の戸別訪問による納付督励が行われ、19年５月31日に免除申

請書の受理、同年６月28日に申請免除の受付処理が行われた旨の申立期

間⑥の申請免除に係る一連の記録が確認できるものの、申立人において

は、前述の推進員による戸別訪問の記録及び免除申請が行われたことを

うかがわせる記録は確認できないこと、ⅱ）申立期間⑦については、国

民年金推進員が申立人に対して、平成19年度について２回、20年度につ

いては２回の戸別訪問による納付督励を行ったものの、いずれも申立人

が不在であった旨の記録が確認できる上、免除申請等が行われた記録は

確認できないなど、申立期間⑥及び⑦に係る国民年金保険料を免除され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

３ 申立人の、全ての申立期間に係る国民年金保険料の免除申請事務は計

13回に及び、これだけの回数の事務処理を複数の行政機関が続けて誤る

とは考え難い。 

    また、オンライン記録等において、申立人とともに免除申請を行った

とする申立人の妻も、申立期間⑥を除く全ての申立期間について未納の

記録であることが確認できるなど、申立内容を裏付ける事情は見当たら

ない。 

さらに、申立人の申立期間に係る国民年金保険料の免除申請が行われ

たことを示す関連資料（免除承認通知書等）は無く、ほかに申立期間の

国民年金保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたもの

と認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案675 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和54年４月から58年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和34年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和54年４月から58年３月まで              

    私が20歳になったとき、父親がＡ市区町村役場で私の国民年金加入手

続を行い、以後、集金人を通じて申立期間の保険料を納付してくれた。 

    未納とされていることに納得できないので、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

被保険者台帳管理簿によれば、社会保険事務所（当時）において、申立

人の国民年金手帳記号番号に係る事務処理が昭和58年４月に行われたこと

が確認でき、この頃に申立人の国民年金加入手続が行われたものと推認で

きるところ、当該時点において、申立期間のうち、54年４月から55年12月

までの保険料は時効により納付することはできず、申立人へ別の手帳記号

番号が払い出された事情も見当たらない。 

   また、前述の昭和58年４月時点において、申立期間のうち、56年１月か

ら58年３月までの国民年金保険料については、遡って現年度及び過年度納

付することは可能であったものの、申立人に係る国民年金加入手続等を行

ったとする申立人の父親は、「当時、申立人の国民年金加入手続及び保険

料の納付については、申立人の祖母が全て行っていた。」と供述している

上、申立人の祖母は既に死亡していることから、申立内容を裏付ける供述

等は得られない。 

   このほか、申立人の祖母等が申立期間に係る国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



徳島国民年金 事案676 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和42年２月から44年３月までの期間及び54年４月から56年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和42年２月から44年３月まで 

② 昭和54年４月から56年３月まで 

    申立期間①について、20歳到達時に母親が私の国民年金の加入手続を

行い、以後の保険料を納付してくれたと聞いている。 

    申立期間②について、昭和54年４月から55年４月頃までは、Ａ市区町

村から送られてきた納付書（付加保険料を含む。）により、金融機関の

窓口で納付していた。55年５月頃からは、私が経営する店の客であった

金融機関の人に、毎月、納付書（付加保険料を含む。）と現金を預けて

納付してもらっていた。 

    確かに納付したので、申立期間①及び②を納付済期間（ただし、申立

期間②は、付加保険料を含む。）として認めてほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の国

民年金手帳記号番号の前後の手帳記号番号を持つ被保険者の資格取得状

況等から、昭和53年２月以降にＢ市区町村において払い出されたものと

推認でき、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡は見当たらないことから、当該時点において、申立期間①は時効によ

り国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は、申立期間①に係る国民年金の加入手続及び保険料納

付に関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親に聴取しても、

加入手続及び保険料の納付状況を記憶していないことから詳細は不明で

ある。 

さらに、申立人の母親が申立期間①に係る国民年金保険料を納付した



ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、申立人は金融機関の窓口及び金融機関の職員を

通して、毎月、国民年金保険料を納付したとしているものの、申立期間

②の前後１年間についてはそれぞれ過年度納付により一括納付しており、

その主張と符合しない。 

    また、申立期間②は24月にわたる上、二つの市町にまたがっており、

二つの市町において、連続して事務処理上の不備が起こるとは考え難い。         

さらに、申立人が申立期間②に係る国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案677 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和51年４月から53年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和51年４月から53年５月まで 

    昭和53年６月初旬にＡ市区町村に転居し、同市区町村役場で転入手続

を行った際、住民課の職員に国民年金の加入手続もするように言われた

ので担当窓口へ行ったところ、国民年金の担当職員に過去の国民年金保

険料が未納となっているので納付するようにと強い口調で言われた。後

日、同役場内にあった銀行の窓口で国民年金保険料として約30万円を納

付した。 

    申立期間が未納とされていることに納得できないので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の国民年金手帳記号番号の前

後の手帳記号番号を持つ被保険者の資格取得状況及び国民年金手帳記号番

号払出簿の記録から、昭和61年５月１日以降にＢ市区町村において払い出

されたものと推認できる。 

また、申立人が所持する年金手帳、Ｃ市区町村が作成した国民年金被保

険者名簿及びオンライン記録によると、初めて国民年金の被保険者となっ

た日は昭和61年４月12日（オンライン記録は平成９年２月17日付けで昭和

61年４月11日に訂正）と記録されており、申立人に対して別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立期間は国民

年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

さらに、申立人が納付したとする国民年金保険料額（約30万円）は、申

立期間の国民年金保険料額（４万8,660円）と大きく相違している上、申立

期間直後の現年度保険料は納付した記憶は無いと供述するなど、その主張



は不自然である。    

   加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



徳島厚生年金 事案743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和13年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和32年９月から35年１月２日まで 

             ② 昭和36年９月１日から37年３月まで 

私は、昭和32年９月にＡ事業所へ正社員として入社し、一旦、35年６

月に退職したが、その後36年９月から37年３月までの期間において再び

勤務した。 

しかし、同社における厚生年金保険の被保険者記録が昭和35年１月２

日から同年７月１日までの期間しか確認できない。 

    両申立期間について、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述等から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、

申立人が申立期間①及び②当時、Ａ事業所において勤務していたことはう

かがえる。 

しかしながら、申立事業所へ照会したところ、申立期間①及び②当時の

賃金台帳等は保管されておらず、「当時、全社員を厚生年金保険に加入さ

せていたか否かも不明である。」と回答するなど、申立人の勤務期間、勤

務形態及び給与からの厚生年金保険料控除について確認できる関連資料等

は得られない。 

また、申立人は、「私は、最初の勤務時（申立期間①）に給与事務を担

当していたが、社員全員の給与から厚生年金保険料が控除されていたと思

う。」と主張しているところ、申立人が記憶する同僚を含めて、申立期間

①又は②当時において、申立事業所で勤務していたと主張する同僚や申立

事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる同僚等に照会した結果、ⅰ）申立人の前任者で

あったと推認される同僚は、「申立人とは、仕事の引き継ぎのため、少し



の期間一緒に勤務していたが、私が勤務していた当時は、私を含め、社員

は厚生年金保険に加入していなかったと思う。少なくとも、私は加入して

いなかった。私は、給与事務も担当していたが、給与から厚生年金保険料

を控除していたという覚えも無い。」と供述していること、ⅱ）複数の同

僚が、「当時、申立事業所では、厚生年金保険に加入するか否かは本人の

自由であったため、加入していない人もいた。」と供述しているところ、

前述の被保険者名簿において、これら同僚が記憶する自身の勤務期間のう

ち、厚生年金保険の被保険者記録の無い期間が確認できることなどから判

断すると、申立期間①及び②当時、申立事業所では、必ずしも全ての社員

を入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかが

えるとともに、必ずしも全ての社員を厚生年金保険に加入させていたとは

限らない状況もうかがえる。 

さらに、申立事業所に係る前述の被保険者名簿において、申立人の氏名

が確認できるのは、健康保険番号＊番（昭和35年１月２日資格取得、35年

７月１日資格喪失）のみであり、当該番号における厚生年金保険の被保険

者記録は、オンライン記録とも一致している上、資格取得日及び資格喪失

日が訂正されたなど不自然な形跡も認められない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和38年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和62年11月28日から63年１月27日まで 

             ② 昭和63年３月６日から同年３月25日まで 

             ③ 平成２年９月１日から同年12月１日まで 

私は、当時、Ａ職員を目指し補助職員として、Ｂ都道府県内の事業所

で勤務したが、Ｃ事業所で勤務した申立期間①及び②、並びにＤ事業所

で勤務した申立期間③について、厚生年金保険の被保険者記録が無いこ

とに納得いかない。 

Ｅ事業所が発行した全ての申立期間に係る辞令書もあり、勤務してい

たことは間違いないため、調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する辞令書、Ｅ事業所が保管する期限付補助職員に係る辞

令簿及び雇用保険の被保険者記録から、申立人が申立期間①においてＣ事

業所で補助職員として勤務したこと、及び申立期間③においてＤ事業所で

補助職員として勤務したことが確認でき、前述の辞令書及び辞令簿から、

申立人が申立期間②においてＣ事業所で補助職員として勤務していたこと

は確認できる。 

   しかし、Ｅ事業所は、「全ての申立期間当時、採用ごとの辞令が２か月を

超えた場合、健康保険と厚生年金保険に加入させていた。雇用保険の被保

険者記録が確認できる申立期間①及び③については、採用ごとの辞令が２

か月を超えないため、厚生年金保険には加入させていない。」としている上、

厚生年金保険法第12条では、「次の各号のいずれかに該当する者は、第９条

及び第10条第１項の規定にかかわらず、厚生年金保険の被保険者としな

い。」と規定されており、同条第２号では、厚生年金保険の被保険者としな



い者について、「臨時に使用される者であって、２月以内の期間を定めて使

用される者」と規定されているところ、前述の辞令書及び辞令簿によれば、

全ての申立期間において、申立人はいずれも２か月以内の期間を定めて任

用された者であったことが確認できる。 

 また、申立人が記憶する同僚に照会しても、申立人が事業主により、給

与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる供述等は得ら

れない。 

 さらに、申立事業所に係るオンライン記録において、健康保険番号4397

番（資格取得日は昭和62年11月１日）から健康保険番号4667番（資格取得

日は昭和63年４月８日）までの記録及び健康保険番号6299番（資格取得日

は平成２年７月18日）から健康保険番号6438番（資格取得日は平成２年12

月２日）までの記録に、申立人の氏名等は無く、健康保険番号に欠番も無

い。 

このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


